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問３ 入所者とその家族や親族とのかかわりの程度 

入所(入院・入居)者とその家族や親族とのかかわりの程度についておたずねします。該当する

項目の人数を記入してください。（この設問ではショートステイによる入所者は含みません。） 

 

入所者とその家族や親族とのかかわりの程度については、「たまに訪問する家族がいる」

が38.1％で最も多く、次いで「定期的に訪問する家族がいる」が36.7％となっている。 

前回調査と比較すると、「定期的に訪問する家族がいる」の割合が16.8ポイント低くなっ

ている。（図3） 

【図3 入所者とその家族や親族とのかかわりの程度（経年比較）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ｎ値は入所者の延べ人数。 

施設別にみると、「定期的に訪問する家族がいる」の割合が高いのは、“地域密着型特別養

護老人ホーム”（51.5％）、“介護老人保健施設”（43.4％）、“軽費老人ホーム”（42.8％）と

なっている。（図3-a） 

【図3-a 入所者とその家族や親族とのかかわりの程度(施設別)】 

 

 

 

 

 

 

 

  

40.9

51.5

43.4

33.3

16.9

42.8

32.1

34.3

31.4

31.6

35.1

39.9

45.6

43.3

16.7

15.7

40.0

42.9

43.2

33.9

39.7

34.9

14.9

2.4

10.0

25.0

28.9

12.5

12.5

11.5

18.1

18.3

15.8

4.3

0.5

3.4

25.0

38.6

4.6

12.5

11.0

16.6

10.3

14.2

定期的に訪問する家族がいる たまに訪問する家族がいる

家族はいるが、まったく交流がない

家族や親族はいない
介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）

(n=8,689)

地域密着型介護老人福祉施設（地域密着型
特別養護老人ホーム）(n=379)

介護老人保健施設
(n=4,118)

介護医療院・介護療養型医療施設
(n=12)

養護老人ホーム
(n=415)

軽費老人ホーム
(n=495)

生活支援ハウス
(n=56)

認知症高齢者グループホーム
(n=2,627)

有料老人ホーム
(n=8,830)

有料該当のサービス付き高齢者向け住宅
(n=1,189)

サービス付き高齢者向け住宅
(n=2,816)

(%)
0 20 40 60 80 100

i9553337
テキストボックス

i9553337
テキストボックス



 

 - 41 -  

問６-1 業務継続計画の策定状況 

令和３年度から高齢者施設等に業務継続計画（BCP）の作成が義務付けられています。すで

に業務継続計画が策定されていますか。（有料老人ホーム該当しないサービス付き高齢者向

け住宅、生活支援ハウスは回答不要ですので、問７へ） 

 

業務継続計画の策定状況については、「現在策定中である」が45.4％で最も多く、次いで

「すでに策定できている」が23.5％、「今後策定予定である」が19.3％となっている。（図

6-1） 

【図6-1 業務継続計画の策定状況】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施設別でみると、“地域密着型特別養護老人ホーム”以外の施設では「現在策定中である」

が最も多くなっている。（表6-1-a） 

【表6-1-a 業務継続計画の策定状況（施設別）】 
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無回答

11.8%

(n=652)

（％）

n
すでに策定
できている

現在策定中
である

今後策定予定
である

無回答

介護老人福祉施設
（特別養護老人ホーム）

110 20.0 55.5 18.2 6.4

地域密着型介護老人福祉施設
（地域密着型特別養護老人ホーム）

15 46.7 40.0 13.3 - 

介護老人保健施設 54 16.7 70.4 9.3 3.7

介護医療院・介護療養型医療施設 1 - - 100.0 - 

養護老人ホーム 8 - 75.0 25.0 - 

軽費老人ホーム 15 20.0 66.7 13.3 - 

生活支援ハウス - - - - - 

認知症高齢者グループホーム 156 21.2 46.2 25.6 7.1

有料老人ホーム 266 27.1 33.8 18.8 20.3

有料該当のサービス付き
高齢者向け住宅

27 25.9 48.1 14.8 11.1

サービス付き高齢者向け住宅 - - - - - 
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問６-2 業務継続計画の策定ができていない理由や課題 

《問６－１で「２．現在策定中である」「３．今後策定予定である」と答えた施設におたず

ねします。》 

策定できていない理由や課題となっていることについて、あてはまるものすべてに〇をつけ

てください。 

 

業務継続計画が現在策定中、または今後策定予定と回答した施設に、策定できていない理

由や課題についてたずねると、「独自性・実効性のある計画を策定するために時間を要して

いる」が57.3％で最も多く、次いで「経過措置期間中であるため」が43.4％となっている。

（図6-2） 

【図6-2 業務継続計画の策定ができていない理由や課題】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施設別でみると、いずれの施設も「独自性・実効性のある計画を策定するために時間を要

している」が最も多く、“有料老人ホーム”と“有料該当のサービス付き高齢者向け住宅”以

外の施設で過半数を占めている。（表6-2-a） 

【表6-2-a 業務継続計画の策定ができていない理由や課題（施設別）】 
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その他 無回答

介護老人福祉施設
（特別養護老人ホーム）

81 65.4 40.7 46.9 - 4.9 - 

地域密着型介護老人福祉施設
（地域密着型特別養護老人ホーム）

8 62.5 25.0 50.0 - - - 

介護老人保健施設 43 72.1 44.2 39.5 - 2.3 - 

介護医療院・介護療養型医療施設 1 100.0 - - - - - 

養護老人ホーム 8 50.0 37.5 50.0 - - - 

軽費老人ホーム 12 75.0 41.7 8.3 - 8.3 8.3

生活支援ハウス - - - - - - - 

認知症高齢者グループホーム 112 57.1 37.5 42.0 5.4 4.5 0.9

有料老人ホーム 140 47.9 41.4 45.0 1.4 5.0 4.3

有料該当のサービス付
き高齢者向け住宅

17 47.1 41.2 52.9 - 11.8 - 

サービス付き高齢者向け住宅 - - - - - - - 
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（％）

ｎ 協定締結している 協定締結していない 無回答

介護老人福祉施設
（特別養護老人ホーム）

110 64.5 23.6 11.8

地域密着型介護老人福祉施設
（地域密着型特別養護老人ホーム）

15 46.7 46.7 6.7

介護老人保健施設 54 18.5 70.4 11.1

介護医療院・介護療養型医療施設 1 - 100.0 - 

養護老人ホーム 8 100.0 - - 

軽費老人ホーム 15 86.7 13.3 - 

生活支援ハウス 3 33.3 33.3 33.3

認知症高齢者グループホーム 156 28.2 55.8 16.0

有料老人ホーム 266 14.3 70.7 15.0

有料該当のサービス付き
高齢者向け住宅

27 22.2 51.9 25.9

サービス付き高齢者向け住宅 - - - - 

問19（１） 福祉避難所の協定締結の有無 

災害時における福祉避難所の協定締結について、あてはまるもの番号に○をつけてください。 

福祉避難所の協定締結について（〇はひとつ） 

 

災害時における福祉避難所の協定締結をしているかについては、「協定締結している」が

30.2％、「協定締結していない」が55.6％となっている。 

前回調査と比較すると、「協定締結している」の割合が3.7ポイント高くなっている。（図

19(1)） 

【図19(1)  福祉避難所の協定締結の有無（経年比較）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

施設別でみると、「協定締結している」は“特別養護老人ホーム”で64.5％と高くなって

いる。（表19(1)-a） 

【表19(1)-a 福祉避難所の協定締結の有無（施設別）】 
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介護老人福祉施設
（特別養護老人ホーム）

26 15.4 11.5 65.4 23.1 3.8 23.1 3.8

地域密着型介護老人福祉施設
（地域密着型特別養護老人ホーム）

7 28.6 14.3 28.6 14.3 42.9 28.6 14.3

介護老人保健施設 38 26.3 15.8 60.5 36.8 26.3 10.5 5.3

介護医療院・介護療養型医療施設 1 - - - - - - 100.0

養護老人ホーム - - - - - - - - 

軽費老人ホーム 2 - 100.0 100.0 100.0 - - - 

生活支援ハウス 1 - 100.0 100.0 100.0 - - - 

認知症高齢者グループホーム 87 24.1 51.7 52.9 35.6 17.2 5.7 9.2

有料老人ホーム 188 25.5 36.2 63.8 45.2 26.1 3.2 3.2

有料該当のサービス付き
高齢者向け住宅

14 21.4 42.9 71.4 35.7 50.0 - - 

サービス付き高齢者向け住宅 - - - - - - - - 

問19（２） 協定締結していない理由 

協定締結していない理由について（あてはまるものすべてに〇） 

 

福祉避難所の協定締結をしていないと回答した施設に、その理由をたずねると、「介護支

援者の確保が難しい」が60.7％で最も多く、次いで「備蓄物資の保管場所がない」が39.8％

となっている。 

前回調査と比較すると、「介護支援者の確保が難しい」の割合が12.0ポイント高くなって

いる。（図19(2)） 

【図19(2) 協定締結していない理由（経年比較）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

施設別でみると、「小規模施設では運営要員の確保が難しい」は“認知症高齢者グループ

ホーム”で51.7％と高く、「介護支援者の確保が難しい」は“特別養護老人ホーム”で65.4％

と高くなっている。（表19(2)-a） 

【表19(2)-a 協定締結していない理由（施設別）】 
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